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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  884,329  884,329  492,561  224,678  167,090  -  - - 

1 R3 単 －
文書管理業
務感染症防
止事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 9,911 9,911 9,911 - 

①毎日大量に発送する郵便物への接触及び職員間の接触を減
らし，作業に係る時間を削減するとともに，マンパワーで実施し
ていた各種会議資料のとりまとめ作業を自動化し，新型コロナ
ウイルス感染症感染防止を図る。
　また，郵便事務においては，郵便料金計器を介して郵便局と
ネットワークをつなぐことにより，人流の抑制による新型コロナウ
イルス感染症感染防止及び郵便発送事務の効率化を図る。
②備品購入費
③郵便料金計器　7,185千円
（本庁舎用　4,516千円　石下庁舎用2,669千円）
　丁合機　 　2,726千円
　合計　　　　9,911千円
④　常総市役所本庁舎及び石下支所

－ － － － R4.7 R5.3
各作業時間の50％削減
毎日120分の作業時間を60分に
削減する。

市ホームページ 資料№1 R4補正（地）

2 R3 単 －

住民サービ
スの維持・
安全確保事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,232 1,232 1,232 - 

①市民サービスの提供に影響を及ぼさないためにも職員向け
に抗原検査キットを購入し，新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止を行う。
②抗原検査キットに購入（消耗品）
③抗原検査キット＠1,400×1.1×800人＝1,232,000
④職員及び会計年度任用職員

－ － － － R4.6 R5.3 職員のクラスターによる庁舎閉庁
回数：0件

市ホームページ 資料№2 R4補正（地）

3 R3 単 －
キャッシュレ
ス決済端末
導入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 5,161 5,161 5,161 - 

①新型コロナウイルス感染症予防対策として，非接触を目的と
したキャッシュレス決済端末及びPOSレジの導入。
②POSレジ・キャッシュレス決済端末委託費
　 LAN線敷設工事及びインターネット回線接続作業料
　（保守費用・月額使用料・通信料）
③キャッシュレス端末委託費　5,161千円
　【内訳】
　導入委託費一式 4,164千円（税込・2台）
   保守 152千円（税込・1年）
   キャッシュレス使用料　75千円（税込・1年）
 　キャッシュレス決済端末インターネット通信料
   231千円（税込・1年）
　 LAN線敷設工事委託料 363千円（税込・1年）
　インターネット回線接続作業委託料　158千円（税込・1年）
　 レジロール紙　18千円（税込）
④市役所本庁舎及び石下庁舎

－ － － － R4.6 R5.3 キャッシュレス決済利用割合目標
３０％

広報紙
市ホームページ

資料№3 R4補正（地）

4 R3 単 －
シルバーサ
ポートタク
シー事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 3,548 3,548 3,548 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により，多大な減益を強い
られているタクシー業界への支援と，移動手段のない高齢者が
ワクチン接種及び通院のため，初乗相当分のタクシーチケットを
交付し，移動手段として利用し易くする事で，ワクチン接種の推
進を図り，新型コロナウイルス感染症の感染予防対策としての
環境整備を行う事ができる。
②タクシー初乗り分の補助金，チケット作成・郵送経費
③事業総計3,548千円
・タクシーチケット（初乗り分）利用見込（1割見込）2,146千円
・タクシーチケット印刷代518千円
・タクシーチケット（ハガキ）郵送884千円
④車運転時シルバーマーク掲示対象となる今年度70歳以上の
高齢者約15,000人

－ － － － R4.4 R5.3 利用実績目標
市内の該当者（70歳以上）1,200人

対象者にハガキを発送
市ホームページ
広報紙

資料№4 R4補正（地）

5 R3 単 －
保健衛生施
設等施設整
備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 13,860 13,860 13,860 - 

①新型コロナウイルス感染症の予防として，感染症対策室，乳
幼児健診，障がい児のデイサービスや成人を対象とする検診等
乳児から80歳以上の重症化リスクが高い方が利用する保健セ
ンタートイレの大便器を洋式化することにより，トイレを流した時
のウイルスの拡散を防ぐ。また，小便器スイッチをセンサー式に
改修することによって，触らずに流すことで，ウイルスの感染を
防止することができ，感染防止対策となる。
②工事請負費
③男子トイレ改修工事費　13,860千円
④常総市保健センター　1.2階　男子トイレ

－ － － － R4.7 R5.3
改修対象箇所の改修率100％
大便器　3台
小便器 10台

市ホームページ 資料№5 R4補正（地）

6 R3 単 －
自宅療養者
生活支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 5,376 5,376 5,376 - 

①新型コロナウイルス感染症に罹患し，自宅療養となった家族
に対し，食料品等支援を行うことにより，自宅療養に専念できる
よう支援する。
②食品日用品供給・配送業務委託経費
③食品・生活日用品供給委託4,320千円
　食品・生活日用品配送業務996千円
　消耗品60千円
④新型コロナウイルス感染症に罹患したため外出が制限されて
いる常総市内居住世帯

－ － － － R4.4 R5.3
新型コロナウイルス感染症に罹患
したため外出が制限されている常
総市内居住者800名への支援

市ホームページ 資料№6 R4補正（地）

7 R3 単 － 水田農業経
営支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 45,540 45,540 45,540 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響拡大に伴う外出自粛等に
より，業務用米を中心に主食用米の消費が大幅に落ち込んで
いる。米価の下落が懸念される状況を踏まえ，営農負担の軽減
による農業者の生産意欲を喚起し，農業経営の安定を図るた
め，次期作における肥料・農薬等の農業用資材の一部を補助
金として交付する。
②肥料・農薬等の農業用資材の経費
③対象数：852名
　助成単価：10a当たり3,000円
　積算内容：1,518ha（852名）×@3,000円=45,540,000円
④交付対象者：
○市内に住所を有する農家個人または農業法人
○令和4年度「水稲生産実施計画書（営農計画書）」を提出して
いる者で，10a以上耕作し，かつ生産調整達成者

－ － － － R4.6 R5.3 助成対象農家の8割以上の交付
市ホームページ
お知らせ版
対象者への通知

資料№7 R4補正（地）

8 R3 単 － 製氷機設置
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 7,286 7,286 7,286 - 

①学校生活における熱中症，ケガ及び発熱への応急手当の
際，再利用型の保冷剤等を避け，使い捨て可能な氷を使用する
ことで，物品使いまわしによる新型コロナウイルス感染を回避す
る。
②製氷機購入費用
③7,286千円
（内訳）
小学校14校分　5,629千円
25㎏　385,880×12台＝4,630,560円
35㎏　499,180×2台＝998,360円
中学校4校分　1,657千円
25㎏　385,880×3台＝1,157,640円
35㎏　499,180×1台＝499,180円
④石下中を除く18校

－ － － － R4.4 R5.3 製氷機設置校　18校 広報紙 資料№8 R4補正（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                      

地方単独事業費 -                                                                                      

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

147,383                                                                      

配分予定額計 601,094                                                                      

-                                                                                      

-                                                                               

290,607                                                                      

492,561                                                                             

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

163,104                                                                      

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                      

290,607                                                                      

-                                                                               

★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

223,123                                                                                                                                   通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

167,090                                                                             

-                                                                                      

167,090                                                                             

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

147,383                                                                                                                                   

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

601,094                                                                                                                                   

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

-                                                                                                                                           

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

290,607                                                                                                                                   

13,116                                                                                                                                    

163,104                                                                                                                                   

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

54,368                                                                                                                                    

163,104                                                                      

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               224,678                                                                             

224,678                                                                             

-                                                                                      

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                               

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

茨城県

常総市

08211

市長公室常創戦略課

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付対象経費

-                                                                               

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

492,561                                                                             

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                           

147,383                                                                      
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

9 R3 単 ○

修学旅行
キャンセル
料等支援事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 6,500 6,500 6,500 - - 

①常総市立小中学校が実施を予定していた修学旅行等を，新
型コロナウイルス感染症の感染防止のために中止又は延期し
たことにより発生したキャンセル料等について，保護者の経済
的な負担軽減を図る。
②修学旅行等を中止した場合に発生する費用（企画取消料・
キャンセル料等）
③6,500千円
（内訳）
小学校分　1,600千円
中学校分　4,900千円
④市立小中学校の児童・生徒の保護者

－ － － － R4.6 R5.3

延べ支援対象者1,014件（常総市
立全19小中学校において修学旅
行等に参加する児童生徒の保護
者）

広報紙 資料№9 R4補正（地）

10 R3 単 －
GIGAスクー
ル構想高度
化事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 29,156 29,156 29,156 - 

①本市の学校においては，教室既設のモニターが老朽化し，故
障している学校が多い現状である。児童生徒のGIGAスクールタ
ブレットと，今回教室に設置する大型モニターを連携させて活用
することで，オンライン授業や学校行事の分散化に対応し，新型
コロナ感染拡大の防止を図る。
②大型モニター・無線対応機器設置費用
③29,156千円
機器１式197,000円×148台＝29,156千円
　小学校分　104台×197,000円＝20,488千円
　中学校分　44台×197,000円＝8,668千円
④市内小中学校19校の児童生徒及び教職員

－ － － － R4.6 R5.3 設置台数　148台
広報紙
市ホームページ

資料№10 R4補正（地）

11 R3 単 －
常総市販路
拡大等支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 15,000 15,000 15,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により，経営が悪化してい
る中小企業者等の事業の継続及び発展を促進するとともに，市
の産業の活性化を図るため，中小事業者等が行う販路拡大等
に資する取組に対し補助金を交付する。
②補助金
③限度額500千円×30件=15,000千円
④　市内に事務所若しくは事業所を有する法人又は事業を営む
個人（本市の住民基本台帳に記録されている者に限る。）であっ
て，次の各号のいずれにも該当するもの
（１）国・県等の新型コロナウイルス感染症に関する支援を受け
たもの。
（２）市税等の滞納がないこと。
（３）本事業を活用して開発又は改良された商品を常総市ふるさ
と納税返礼品として登録すること。
（4）常総市暴力団排除条例（平成２４年常総市条例第４号）第２
条第１号から第３号に規定する者でないこと。

－ － － － R4.9 R5.3
補助金の交付を受けて開発又は
改良された商品数
３０商品

市ホームページ
広報紙
SNS

資料№11 R4補正（地）

12 R4 単 ○
常総市大学
生等特別支
援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 26,478 26,478 - 26,478 - 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰により経済的に困窮し
ている大学生等に対して市独自の給付金を交付し，大学生等の
経済的負担の軽減を図るとともに，学びの機会の継続を支援す
る。
②大学生等に対する給付金及び支給に要する事務費
③補助金24,000千円（50千円×給付見込480人）
　委託料1,924千円，需用費50千円，役務費504千円
④以下に該当する大学生等。
・令和４年７月１日において，日本の学校教育法に基づき設置さ
れた大学（大学院も含む），短期大学，高等専門学校（第４学年
以上），専修学校，各種学校（都道府県に認可されたもの）に在
学している方で，令和４年度末の年齢が１９歳から２６歳である
者
・令和４年度において，日本学生支援機構，地方自治体，各学
校，各種団体が設立する貸付型及び給付型の奨学金を受給し
ているか，申請期限までに受給が決定している者
・令和４年７月１日現在，常総市に住民登録がある者もしくは当
市の住民基本台帳法に記録されている親等に生計を維持され
ている者

－ － ○ － R4.8 R4.12 給付実績384人（給付見込480人
のうち8割）

市ホームページ
広報紙
SNS

資料№12 R4補正（地）

13 R3 単 －

いばらき電
子申請・届
出サービス
～ＬＩＮＥ連
携機能搭載
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 550 550 550 - 

①既存の電子申請サービスの操作性及び認知度を向上させる
ことにより，電子申請の利用促進を図るものである。電子申請
の利用促進により，市民が各種申請のために市役所に来庁す
る労力が低減され，市民サービスの向上が図られるとともに，
人との接触機会も低減され，新型コロナウイルス感染防止にも
寄与するものである
②既存電子申請サービスへのＬＩＮＥ連携機能搭載経費
③システム改修経費（550千円）
⇒電子申請サービス運営主体（茨城県市町村共同システム整
備運営協議会）への負担金として支出
④常総市公式ＬＩＮＥアカウント登録者（約15,000人）

－ － － － R4.7 R5.3

電子申請の件数（令和３年度実
績：9,126件）及び常総市公式ＬＩＮ
Ｅアカウント登録者（現在約15,000
人）の増加を目指す。

具体的には，下記のとおり。
令和４年度：10,000件/16,000人
令和５年度：11,000件/17,000人
令和６年度：12,000件/18,000人

市ホームページ
市公式ＬＩＮＥアカウントのトップ
ページに表示

資料№13 R4補正（地）

14 R3 単 －
公的空間安
全・安心確
保事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 7,882 7,882 7,882 - 

①カウンターアクリル板の設置による換気の妨げや換気が困難
な際（降雨，降雪，強風）に不特定多数の人が集まる空間の空
気を清浄し，新型コロナウイルス感染症の感染対策としてクラス
ター感染を予防する。
②備品購入費（空気清浄機の購入）
③空気清浄機155千円×34台×消費税=5,797千円
 大型空気清浄機379千円×5台×消費税＝2,085千円
④市民等不特定多数の人が集まる公共施設

－ － － － R4.8 R5.3

不特定多数の市民が集まる公共
施設への空気清浄機設置台数

39台

市ホームページ 資料№14 R4補正（地）

15 R3 単 －
地域コミュニ
ティ活動感
染対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 840 840 840 - 

①地域コミュニティの活性化・地域コミュニティ組織設立に向け
ての対話・説明会・ワークショップ等を安全・安心な環境のもと円
滑に実施するため、コロナ感染防止対策の施設環境整備を図
る。
②消耗品，備品購入経費
③総事業費840千円
・飛沫防止パネル  　4,000円×65枚=260,000円
・空気清浄機        103,000円× 2台=206,000円
・アンプセット        308,000円× 1台=308,000円
・体温計　　　　　　 　14,000円× 2本=  28,000円
・消毒液（手指用）    2,000円×　9個= 18,000円
・消毒液（除菌用）    2,000円×10個= 20,000円
④説明会等に参加する自治区長、地域の団体、一般市民

－ － － － R4.7 R5.3

地域の方に対して地域の実情・将
来の把握及び地域コミュニティに
ついての必要性を理解・共有して
いただくための対話・説明会・ワー
クショップ等の実施回数

15地域×（年：１～２回）＝15～30
回

①お知らせ版掲載
②月２回の広報・お知らせ版配布
時にチラ
　 シ配布（地域ごとに分けて配布）
③HP掲載
④地域の定期的な会議時にチラシ
配布
　（例：地域ケア会議）

資料№15 R4補正（地）

16 R3 単 －

高齢者イン
フルエンザ
予防接種予
診票郵送事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,502 2,502 2,502 - 

①接種券交付窓口及び医療機関受付は，例年インフルエンザ
接種時期は非常に混雑する。高齢者に氏名入りのインフルエン
ザ予診票をあらかじめ郵送することで，窓口等での密を防止し
新型コロナウイルス感染症のまん延防止を図る。
②予診票作成委託料，郵送料
③
・予診票作成・封入作業委託料　877千円
・予診票データエントリ費　　300千円
・郵送料　　1,325千円
④今年度65歳以上になる高齢者

－ － － － R4.7 R5.3
郵送された予診票を使用し，イン
フルエンザ予防接種を実施した高
齢者：9,500人

広報お知らせ版
各戸配布チラシ
市ホームページ

資料№16 R4補正（地）

17 R4 単 ○

農業者向け
原油価格・
物価高騰対
策支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 73,900 73,900 - 73,900 - 

①コロナ禍において原油価格や物価高騰による影響を受ける
農業者に対して、直面する物価高騰による影響を緩和するため
一律に補助金を交付し、負担軽減及び経営支援を行う。
②農業者への助成金
③補助金73,500千円（50千円×1,470件）
事務費（郵送料，印刷代）：400千円
④市内で農業を営んでいる農業者（農業法人含む）で、令和３
年分で農業収入15万円以上を申告し、かつ、販売実績がある
者。

－ － － － R4.7 R5.3 申請件数　1,470件 広報紙 資料№17 R4補正（地）

18 R3 単 －

常総市新型
コロナウイ
ルス感染症
融資利用事
業者応援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 128,500 128,500 128,500 - 

① 新型コロナウイルス感染症の影響により，金融機関から融資
を受けている中小企業者・小規模企業者を対象に、補助金を交
付することで、資金繰りを支援する。
②事業者への補助金，需用費
③総事業費　128，500千円
(内訳）
・補助金：128，000千円（想定事業者数：680）
法人　600件×200千円＝120,000千円
個人事業主　80件×100千円＝8,000千円
・事務費（郵送料，印刷代）：500千円
④市内に事業所を有する法人若しくは市内に事業所又は住所
を有する個人事業者

－ － － － R4.9 R4.12 申請件数　680件
広報誌
市ホームページ
商工会からのお知らせ

資料№18 R4補正（地）

19 R4 単 ○
常総市運送
事業者等支
援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 39,300 39,300 - 39,300 - 

①新型コロナウイルスの感染状況等に起因する原油価格の高
騰による経費の増加を価格転嫁することが困難な状況にあると
認められる運送事業者等の事業継続を支援するため，緊急経
済対策として，鉄道事業に100万円，バス事業に50万円，その他
の事業に20万円の補助金を交付する。
②事業者への補助金，需用費
③総事業費　 39，300千円
(内訳）
・交付金：38，800千円（想定事業者数172件）
鉄道事業者（1件）：1，000千円，バス事業（12件）：500千円，そ
の他事業（159件）：200千円
・事務費　500千円（郵送、印刷代）
④市内に事業所を有する法人若しくは市内に事業所又は住所
を有する個人事業者

－ － － － R4.9 R4.12 申請件数　172件
広報紙
市ホームページ
商工会からのお知らせ

資料№19 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

20 R3 単 －
社会体育施
設感染症対
策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 790 790 790 - 

①緊急事態宣言等の発出により，社会体育施設は休館を余儀
なくされてきた。現在の地域の感染状況から感染予防対策を維
持しつつ，安心安全な施設運営を行うため，施設利用者に対し
て新型コロナウイルス感染症からの感染予防対策として，入館
時に検温を実施するため機器を設置する。
②備品購入費　790千円
③非接触体温測定器　197,500円×4台=790千円
④水海道総合体育館，石下総合体育館，吉野サンビレッジ，き
ぬ温水プール

－ － － － R4.8 R5.3
非接触体温測定器を設置した社
会体育施設数：
４施設

市ホームページ
広報紙

資料№20 R4補正（地）

21 R4 単 ○

学校給食費
無料化事業
（物価高騰
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 55,000 55,000 - 55,000 - 

【№22，31と同一事業】
①コロナ禍における原油価格・物価高騰等により，児童・生徒の
保護者においては経済的困窮も想定され，給食費の無料化（教
職員は除く）により，子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。
②負担金補助及び交付金　学校給食費無料化事業補助金
③総事業費69,912千円のうち国R4年度予備費分として55,000千
円を充当
児童 2,810名×給食費3,800円/月×４か月分（9月～12月）
生徒 1,573名×給食費4,200円/月×４か月分（9月～12月）
附属中市内在住生徒 4名分×給食費4,200円/月×４か月分（9
月～12月）
附属中市外在住生徒 36名×給食費4,900円/月×４か月分（9
月～12月）
④児童・生徒の保護者

－ － － － R4.9 R4.12
給食受給児童・生徒の2学期分（9
月～12月）の給食費を100％無償
化にする。

学校給食センターＨＰ
広報紙
保護者への通知文等

資料№21 R4補正（地）

22 R3 単 ○

学校給食費
無料化事業
（国R３年度
予算分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 4,912 4,912 4,912 - - 

【№21，31と同一事業】
①コロナ禍における原油価格・物価高騰等により，児童・生徒の
保護者においては経済的困窮も想定され，給食費の無料化（教
職員は除く）により，子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。
②負担金補助及び交付金　学校給食費無料化事業補助金
③総事業費69,912千円のうち国R3年度予算分として4,912千円
を充当
児童 2,810名×給食費3,800円/月×４か月分（9月～12月）
生徒 1,573名×給食費4,200円/月×４か月分（9月～12月）
附属中市内在住生徒 4名分×給食費4,200円/月×４か月分（9
月～12月）
附属中市外在住生徒 36名×給食費4,900円/月×４か月分（9
月～12月）
④児童・生徒の保護者

－ － － － R4.9 R4.12
給食受給児童・生徒の2学期分（9
月～12月）の給食費を100％無償
化にする。

学校給食センターＨＰ
広報紙
保護者への通知文等

資料№21 R4補正（地）

23 R4 単 ○

障害福祉施
設等に対す
る物価高騰
対策事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

16,793 16,793 16,793 - 

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受ける障害者施設等の安定的なサービスの提供を支援す
るため，運営経費の一部を交付する。（光熱水費，食材料費等）
②事業者への補助金
③総事業費16,793千円
（単価）
【光熱費】サービス種別により定額支援
　入所系・通所系施設　定員　1人当たり10,000円/年
　訪問系施設　1事業所100,000円
【食材料費】食事提供数により算出した額を支援
　入所系（3食）1人当たり33,900円/年
　通所系（1食）1人当たり8,600円/年
④障害福祉サービス等を提供する事業者

－ － － － R4.11 R5.3 補助件数45件 市HP及び広報紙 資料№22 R4補正（地）

24 R4 単 ○

介護保険施
設等に対す
る物価高騰
対策事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

62,072 62,072 62,072 - 

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けている市内に事業所を有する介護サービス事業者に
対し，市が支援金を交付し，介護サービスの継続的な提供を支
援する。
②事業者への補助金
③総事業費62,072千円
（単価）
【光熱費】サービス種別により定額支援
　入所系・通所系施設　定員　1人当たり10,000円/年
　訪問系施設　1事業所100,000円
【食材料費】食事提供数により算出した額を支援
　入所系（3食）1人当たり33,900円/年
　通所系（1食）1人当たり10,000円/年
④R4.4.1現在，市内で介護サービス等と提供している事業者

－ － － － R4.11 R5.3 補助件数85件 市HP及び広報紙 資料№23 R4補正（地）

25 R4 単 ○

民間保育所
等に対する
物価高騰対
策事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

12,852 12,852 12,852 - 

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けている民間の保育事業者等に対し，市が支援すること
で，安全安心な保育運営につなげ，また，預けている保護者の
負担軽減にもつなげていく。
②事業者への補助金
③総事業費　12,852千円
（内訳）
　食料品価格高騰分　6,000円×1,224人分＝7,344千円
　エネルギー価格高騰分　4,500円×1,224人分＝5,508千円
④民間の教育・保育施設の事業者（認可外保育施設含む24施
設）

－ － － － R4.11 R5.3
保護者への負担額を増額する施
設
0施設

市HP 資料№24 R4補正（地）

26 R4 単 ○
医療機関電
力価格高騰
対策事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

44,840 44,840 44,840 - 

①コロナ禍において電力価格高騰の影響を受けた市内医療機
関に対し，補助金を交付することで費用負担を軽減し，経営を
支援する。
②医療機関への補助金
③
・病院　1,000千円×4＝4,000千円
（病院加算）
　　病床数　1床あたり　40千円×556＝22,240千円
　　発熱外来　500千円×6＝3,000千円
　　PCR検査　100千円×7＝700千円
・診療所（コロナワクチン接種実施）400千円×13＝5,200千円
・診療所（コロナワクチン接種未実施）200千円×5＝1,000千円
・歯科医院　200千円×27＝5,400千円
・薬局　　150千円×22＝3,300千円
④市内病院，診療所，歯科医院（公立病院は含まない）

－ － － － R4.11 R5.3 補助件数72件 市HP 資料№25 R4補正（地）

27 R4 単 ○

農業水利施
設電力価格
高騰対策事
業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

12,800 12,800 12,800 - 

①コロナ禍における農業水利施設の電気料金高騰による影響
を緩和するため、土地改良区に対して助成金を支給する。
②土地改良区への補助金
③総事業費12,800千円
内訳）
 （今年度（４月～８月）の電気使用料－今年度（４月～８月）の電
気量×昨年度の１KW当たりの平均単価）×１/２補助
（84,594千円-3,772,051（KW）×15.64円）×１/２＝12,800千円
④市内にある水利施設を管理している土地改良区8団体

－ － － － R4.11 R5.3 補助件数8件 市HP 資料№26 R4補正（地）

28 R4 単 ○
学校給食費
の負担軽減
事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

7,733 7,733 7,733 - 

①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰によ
り，給食原材料の高騰が続き，このままでは給食費の値上げを
せざるをえないが，児童・生徒の保護者においては経済的困窮
も想定され，給食原材料費の高騰分を市が負担することによ
り，子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。
②需用費，学校給食費の負担軽減　賄材料費
③総事業費　7,733千円
給食受給人員予定数　5,858人×給食原材料費の高騰分20円/
人×66回分（12月～3月）
④児童・生徒の保護者等（教職員を除く）

－ － － － R4.12 R5.3

給食原材料費の高騰分を市が負
担（12月～3月）し，子育て世帯
（3,076世帯）の学校給食費の値上
げ相当分を軽減する。

学校給食センターＨＰ及び献立
表，広報紙

資料№27 R4補正（地）

29 R3 単 ○

生活応援商
品券事業
（国R３年度
予算分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 204,015 204,015 204,015 - 

【№30と同一事業】
①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた市民生活を支援するため，全市民を対象に3,000円
分の「生活応援商品券」を配布する。
②商品券換金分，事務委託経費，事務費
③総事業費　234,015千円のうち国R3年度予算分として204,015
千円を充当
内訳）
　・商品券　3千円×61,800人＝185,400千円
　・事務委託経費　48,363千円
　・事務費　252千円
④全市民

－ － － － R4.12 R5.3 商品券使用率90％ 市HP及び広報紙 資料№28 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

30 R4 単 ○

生活応援商
品券事業
（物価高騰
分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 30,000 30,000 30,000 - 

【№29と同一事業】
①コロナ禍におけるエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた市民生活を支援するため，全市民を対象に3,000円
分の「生活応援商品券」を配布する。
②商品券換金分，事務委託経費，事務費
③総事業費　234,015千円のうち国R4年度予備費分として
30,000千円を充当
内訳）
　・商品券　3千円×61,800人＝185,400千円
　・事務委託経費　48,363千円
　・事務費　252千円
④全市民

－ － － － R4.12 R5.3 商品券使用率90％ 市HP及び広報紙 資料№28 R4補正（地）

31 R4 単 ○

学校給食費
無料化事業
（物価高騰
分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

10,000 10,000 10,000 

【№21，22と同一事業】
①コロナ禍における原油価格・物価高騰等により，児童・生徒の
保護者においては経済的困窮も想定され，給食費の無料化（教
職員は除く）により，子育て世帯の経済的負担の軽減を図る。
②負担金補助及び交付金　学校給食費無料化事業補助金
③総事業費69,912千円のうち国R4年度予算分（重点交付金分）
として10,000千円を充当
児童 2,810名×給食費3,800円/月×４か月分（9月～12月）
生徒 1,573名×給食費4,200円/月×４か月分（9月～12月）
附属中市内在住生徒 4名分×給食費4,200円/月×４か月分（9
月～12月）
附属中市外在住生徒 36名×給食費4,900円/月×４か月分（9
月～12月）
④児童・生徒の保護者

－ － － － R4.9 R4.12
給食受給児童・生徒の2学期分（9
月～12月）の給食費を100％無償
化にする。

学校給食センターＨＰ
広報紙
保護者への通知文等

資料№21 R4補正（地）


